
 1

平成１３年３月期   個別財務諸表の概要      平成１３年５月２２日 

会  社  名         東邦薬品株式会社（登録銘柄） 
コード番号         ８１２９ 
本社所在地         東京都世田谷区代沢５丁目２番１号 
問い合わせ先   責任者役職名  財務部部長   
         氏    名  荻野  守       ＴＥＬ（０３）３４１９－７８１３ 
決算取締役会開催日 平成１３年５月２２日         中間配当制度の有無 有 
定時株主総会開催日 平成１３年６月２８日 
 

１．１３年３月期の業績（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日） 

 (1)経 営 成 績            （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示してあります。 

 
売  上  高 営  業  利  益 経  常  利  益 

 
13年 3月期 
12年 3月期 

百万円 
344,907   
316,511 

 ％ 
(    9.0 ) 
(    9.5 ) 

  百万円 
 1,641 

810 

％ 
(  102.6 ) 
(△ 56.8 ) 

  百万円 
 2,567 
1,418 

 ％ 
(   81.0 ) 
(△ 47.7 ) 

 

 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

潜 在 株 式 調 整 後 
1 株当たり当期純利益 

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 
13年 3月期 
12年 3月期 

 百万円 ％ 
 △ 674( -) 

 536( 7.8) 

 円  
△16 

15 

銭 
74 
74 

  円  
  
      

  銭  
- 
- 

    ％ 
△1.8 
  1.6 

   ％ 
1.4 
0.9 

    ％ 
0.7 
0.4 

 (注)１．期中平均株式数  13年 3月期  40,276,211 株   12 年 3月期  34,068,135 株 
   ２．会計処理の方法の変更      無 
   ３．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
 (2)配 当 状 況 

１株当たり年間配当金 
 

 中  間 期 末 

配当金総額 
 

（ 年 間 ） 

配当性向 
 
 

株主資本 
 

配 当 率     

 
13 年 3月期 
12年 3月期 

 円  銭 
10   00 
10   00 

 円  銭 
― 
― 

 円  銭 
10   00 
10   00 

   百万円 
456 
349 

    ％ 
― 

 65.2 

    ％ 
  1.1 
  1.0 

 
 (3)財 政 状 態 
 

総  資  産 株 主 資 本       株主資本比率 １株当たり株主資本 

 
13 年 3月期 
12年 3月期 

      百万円 
 194,485 
 165,763 

      百万円 
 40,558 
34,734 

      ％ 
  20.9 
  21.0 

     円  銭 
  890  00 
   992   96 

 (注) 期末発行済株式数  13年 3月期  45,571,211 株   12 年 3月期  34,981,211 株 
 
２．１４年３月期の業績予想（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日） 

１株当たり年間配当金  

売 上 高 経 常 利 益      当期純利益 
中 間 期 末  

 
中間期 
通 期 

 百万円 
181,190 
368,700 

百万円 
    850 

1,670 

       
百万円 

370 
740 

円  銭 
― 
― 

円  銭 
― 

 10   00 

円  銭 
― 

 10   00 

 (参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 16円 24銭 
  

店 
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 添 付 資 料 
①貸借対照表 （単位：百万円） 

第 53期 
（平成 13年 3月 31日） 

第 52期 
（平成 12年 3月 31日） 

         期  別 

 

 科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 

増 減（△） 

（ 資 産 の 部 ）   ％   ％   

Ⅰ. 流 動 資 産         

  1.現 金 及 び 預 金          (注 1)  16,487   9,445   7,042 

 2.受 取 手 形          (注 7)  8,083   10,339   △ 2,256 

 3.売 掛 金          (注 6)  95,299   84,207   11,092 

 4.有 価 証 券          (注 1,3)  -   2,775   △ 2,775 

 5.商 品            22,934   19,600   3,334 

 6.前 払 費 用            56   13   43 

 7.繰 延 税 金 資 産            409   496   △    87 

 8.仕 入 割 戻 未 収 入 金            8,597   7,536   1,061 

 9.自 己 株 式            0   0   - 

 10.そ の 他 の 流 動 資 産            1,726   1,302   424 

   計  153,595   135,716   17,879 

  貸 倒 引 当 金            △   254   △  641   387 

    流 動 資 産 合 計            153,340 78.8  135,075 81.5  18,265 

Ⅱ．固 定 資 産                   

  1.有形固定資産                   

  (1)建 物         (注 1,2)  9,336   9,700   △   364 

   (2)構 築 物         (注 2)  307   348   △    41 

   (3)車 両 及 び 運 搬 具         (注 2)  435   399   36 

   (4)器 具 及 び 備 品         (注 2)  298   717   △   419 

   (5)土 地         (注 1)  16,818   16,545   273 

   (6)建 設 仮 勘 定           -   1   △     1 

    有 形 固 定 資 産 合 計            27,195 14.0  27,712 16.7  △   517 

  2.無形固定資産                   

   (1)営 業 権           175   -   175 

   (2)借 地 権           145   145   - 

   (3)ソ フ ト ウ ェ ア           759   825   △    66 

   (4)その他の無形固定資産  141   144   △     3 

    無 形 固 定 資 産 合 計            1,221 0.6  1,114 0.7  107 

  3.投資その他の資産         

(1)投 資 有 価 証 券         (注 1,3)  5,137   184   4,953 

(2)関 係 会 社 株 式           6,104   203   5,901 

(3)出 資 金           28   27   1 

(4)長 期 貸 付 金           253   363   △   110 

(5)従業員長期貸付金           6   8   △     2 

(6)関係会社長期貸付金  -   81   △    81 
(7)破産債権、更生債権 
   その他これらに準ずる債権 

 467   512   △    45 

(8)長 期 前 払 費 用           36   41   △     5 

(9)繰 延 税 金 資 産           301   -   301 

(10)その他の投資その他の資産  846   872   △    26 

計  13,182   2,295   10,887 

貸 倒 引 当 金            △    454   △    434   △    20 

投資その他の資産合計  12,727 6.6  1,860 1.1  10,867 

固 定 資 産 合 計            41,144 21.2  30,687 18.5  10,457 

資  産  合  計  194,485 100.0  165,763 100.0  28,722 
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 （単位：百万円） 

第 53期 
（平成 13年 3月 31日） 

第 52期 
（平成 12年 3月 31日） 

         期  別 

 

 科  目 金  額 構成比 金  額 構成比

増 減（△） 

（ 負 債 の 部 ）   ％   ％   

Ⅰ. 流 動 負 債         

  1.支 払 手 形          (注 1,7)  12,614   20,861   △ 8,247 

 2.買 掛 金          (注 1)  122,520   96,181   26,339 

 3.短 期 借 入 金          (注 1)  5,240   5,110   130 

 4.1年以内に返済予定の長期借入金(注 1)  120   186   △    66 

 5.未 払 金            1,800   455   1,345 

 6.未 払 費 用            755   605   150 

 7.未 払 法 人 税 等            942   308   634 

 8.未 払 消 費 税 等            151   243   △    92 

 9.預 り 金            219   112   107 

 10 賞 与 引 当 金            1,515   1,596   △    81 

 11.返 品 調 整 引 当 金            228   180   48 

 12.そ の 他 の 流 動 負 債            48   132   △    84 

    流 動 負 債 合 計            146,155 75.1  125,973 76.0  20,182 

Ⅱ．固 定 負 債                   

  1.社 債            4,000   4,000   - 

 2.長 期 借 入 金          (注 1)  111   -   111 

  3.繰 延 税 金 負 債            -   345   △   345 

  4.退 職 給 与 引 当 金            -   223   △   223 

  5.退 職 給 付 引 当 金            3,242   -      3,242 

  6.役員退職慰労引当金            338   380   △    42 

  7.債務保証損失引当金            79   106   △    27 

    固 定 負 債 合 計            7,771 4.0  5,055 3.0  2,716 

負  債  合  計  153,927 79.1  131,028 79.0  22,899 

（資 本 の 部）         

Ⅰ．資  本  金                 (注 4)  7,003 3.6  6,474 3.9  529 

Ⅱ．資 本 準 備 金            11,276 5.8  6,164 3.7  5,112 

Ⅲ．利 益 準 備 金            615 0.3  570 0.4  45 

Ⅳ．その他の剰余金                  

 1.任 意 積 立 金                   

  (1) 土地圧縮積立金         1,011   913   98  

  (2) 別 途 積 立 金         20,033 21,045  19,119 20,032  914 1,013 

2.当 期 未 処 分 利 益            -   1,494   △1,494 

3.当 期 末 処 理 損 失            596   -   596 

その他の剰余金合計            20,449 10.5  21,526 13.0  △1,077 

Ⅴ.その有価証券評価差額金  1,214 0.7  - -  1,214 

資 本 合 計            40,558 20.9  34,734 21.0  5,824 

負 債 資 本 合 計            194,485 100.0  165,763 100.0  28,722 
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②損益計算書 （単位：百万円） 

第 53期 
自平成 12年 4月 1日 
至平成 13年 3月 31日 

第 52期 
自平成 11年 4月 1日 
至平成 12年 3月 31日 

         期  別 

 

 科  目 
金  額 百分比 金  額 百分比

増 減（△） 

   ％   ％   

Ⅰ. 売 上 高           344,907 100.0  316,511 100.0  28,396 

Ⅱ．売 上 原 価                  

  1.期 首 商 品 棚 卸 高           19,600   19,407   193  

 2.合併による商品受入高 -   863   △   863  

 3.当 期 商 品 仕 入 高           320,124   289,489   30,635  

合   計 339,725   309,760   29,965  

  4.商 品 他 勘 定 振 替 高          (注 1) 57   48   9  

 5.期 末 商 品 棚 卸 高           22,934 316,733  19,600 290,111 91.7 3,334 26,622 

売 上 総 利 益            28,174   26,399   1,775 

返品調整引当金繰入額            48   1   47 

調 整 後 売 上 総 利 益            28,126 8.2  26,397 8.3  1,729 

Ⅲ．販売費及び一般管理費         

1.役員給料・従業員給料手当 13,625   13,289   336  

2.賞 与 引 当 金 繰 入 額           1,515   1,596   △    81  

3.退職給付引当金繰入額 530   -   530  

4.役員退職慰労引当金繰入額 33   40   △     7  

5.福 利 厚 生 費           2,016   1,949   67  

6.車 両 経 費           734   699   35  

7.貸 倒 引 当 金 繰 入 額           -   17   △    17  

8.減 価 償 却 費           1,238   1,143   95  

9.賃 借 料           1,680   1,592   88  

 10.租 税 公 課           442   481   △    39  

 11.雑                費 4,667 26,484 7.7 4,777 25,587 8.0 △   110 897 

営  業  利  益  1,641 0.5  810 0.3  831 

Ⅳ．営業外収益               

1.受 取 利 息           47   64   △    17  

2.受 取 配 当 金           63   49   14  

3.受 取 手 数 料           628   550   78  

4.不 動 産 賃 貸 料           191   180   11  

5.有 価 証 券 評 価 益           -   37   △    37  

6.雑 収 入           169 1,101 0.3 283 1,165 0.3 △   114 △    64 

Ⅴ．営業外費用               

1.支 払 利 息           84   77   7  

2.社 債 利 息           78   36   42  

3.社 債 発 行 費           -   25   △    25  

4.有 価 証 券 評 価 損           -   389   △   389  

5.雑 支 出           12 175 0.1 29 557 0.2 △    17 △   382 

経  常  利  益  2,567 0.7  1,418 0.4  1,149 
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 （単位：百万円） 

第 53期 
自平成 12年 4月 1日 
至平成 13年 3月 31日 

第 52期 
自平成 11年 4月 1日 
至平成 12年 3月 31日 

         期  別 

 

 科  目 
金  額 百分比 金  額 百分比

増 減（△） 

   ％   ％   

Ⅵ．特 別 利 益                  

  1.固 定 資 産 売 却 益          (注 2) 11   340   △   329  

 2.貸 倒 引 当 金 戻 入 益           106   -   106  

 3.投資有価証券売却益           263   -   263  

  4.関係会社株式売却益           -   28   △    28  

 5.債務保証損失引当金戻入益  26 407 0.1 - 369 0.1 26 38 

Ⅶ．特 別 損 失                   

1.固 定 資 産 処 分 損          (注 3) 29   306   △   277  

2.関係会社株式売却損           7   -        7  

3.投資有価証券評価損           69   -   69  

4.関係会社株式評価損           51   -   51  

5.ゴルフ会員券評価損           105   -   105  

6.退職給付引当金繰入額 3,454   -   3,454  

7.転換社債繰上割増償還損 -   71   △    71  

8.外 貨 預 金 為 替 差 損           - 3,717 1.0 44 422 0.1 △    44 3,295 

税 引 前 当 期 純 利 益             -   1,364 0.4  △ 1,364 

税 引 前 当 期 純 損 失             742 0.2  -   742 

法人税、住民税、及び事業税 1,364   877   487  

法 人 税 等 調 整 額            △1,432 △   68 △0.0 △   48 828 0.2 △ 1,384 △   896 

当 期 純 利 益             -   536 0.2  △   536 

当 期 純 損 失             674 0.2  -   674 

前 期 繰 越 利 益             77   199   △   122 

過年度税効果調整額             -   102   △   102 

税効果会計適用に伴う           

土地圧縮積立金取崩額            
 -   655   △   655 

当 期 未 処 分 利 益             -   1,494   △ 1,494 

当 期 未 処 理 損 失            

 
 

596 

 
  

- 

 
  

596 
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③利益処分案 

(単位：百万円) 

第 5 3 期 

株 主 総 会 承 認 日 

平成 13年 6 月 28日 

第 5 2 期 

株 主 総 会 承 認 日 

平成 12年 6 月 28日 

 

期   別 

 

 

科  目 金   額 金   額 

増 減（△） 

Ⅰ 当 期 未 処 分 利 益  －  1,494  △1,494 

Ⅱ 当 期 未 処 理 損 失  596  －  596 

Ⅲ 任 意 積 立 金 取 崩 額       

1.土 地 圧 縮 積 立 金 12  13  △  1  

2.別 途 積 立 金 取 崩 額 1,200 1,212 － 13 1,200 1,199 

       

計  616  1,507  △ 891 

Ⅳ 利 益 処 分 額       

1.利 益 準 備 金 49  38  11  

2.株 主 配 当 金 455  349  106  

3.役 員 賞 与 金 28  30  △  2  

（うち監査役賞与金） (  2)  (  2)  ( －)  

4.任 意 積 立 金       

(1)土 地 圧 縮 積 立 金 －  112  △ 112  

(2)別 途 積 立 金 － 532 900 1,430 △ 900 △ 898 

       

Ⅴ 次 期 繰 越 利 益  83  77  6 
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重要な会計方針 

１．たな卸資産の評価基準及び評価方法・・・・・移動平均法による原価法 
２．有価証券の評価基準及び評価方法 
 （1）子会社株式及び関連会社株式・・・移動平均法による原価法 

 （2）その他有価証券 
時価のあるもの・・・期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定しております。） 

時価のないもの・・・移動平均法による原価法 
３．固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産・・・・・定率法（ただし、平成10年 4月 1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

については定額法）を採用しております。 

なお、主な耐久年数は以下のとおりです。 

建 物  30～50年 

建物附属設備  13～18年 

構 築 物  10～20年 

車両及び運搬具   5～6年 

器具及び備品   5～15年 
（2）無形固定資産・・・・・定額法を採用しております。 

なお、営業権は 5 年均等償却、自社利用のソフトウェアは、社内における利用

可能期間（5 年）に基づく定額法を採用しております。 
（3）長期前払費用・・・・・均等償却 

４．外貨建の資産の本邦通過への換算基準 

その他有価証券に属する外貨建有価証券については、期末日の為替相場により円換算し、換算差額は、

金融商品に係る会計基準における評価差額に含めて処理しております。 
５．引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 
一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別回収可能性を検討

し、回収不可能見込額を計上しております。 

（2）賞与引当金 
使用人及び使用人としての職務を有する役員に対して支給する賞与に充てるため、支給見積額を計上

しております。 

（3）返品調整引当金 
返品による損失に備えるため、将来の返品に伴う損失見込額を計上しております。 

（4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。 
なお、会計基準変更時差異（3,454 百万円）については、当事業年度で全額費用処理する方法を採用

しております。 
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10 年）による定額

法により翌事業年度から費用処理することとしております。 

（5）役員退職慰労引当金 
役員の退職に対して支給する慰労金に充てるため、内規に定める期末現在の支給基準額を計上してお

ります。 

（6）債務保証損失引当金 
債務保証による損失に備えるため、被保証先の財政状態等を勘案して損失負担見積額を計上しており

ます。 
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６．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

７．消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。 

 

 

（追加情報） 

１．退職給付会計 

当期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 

平成 10 年 6 月 16 日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、営業利益

及び経常利益は、それぞれ 376 百万円増加し、税引前当期純損失は 3,077 百万円増加しております。 

また、退職給与引当金及び適格退職年金制度の過去勤務債務等に係る未払金は、退職給付引当金に含め

て表示しております。 

 

２．金融商品会計 

当期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 

平成１１年１月２２日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、営業利

益及び経常利益は、それぞれ 114 百万円増加し、税引前当期純損失は 5 百万円増加しております。 

また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討した結果、保有有価証券は「投資その他の資産」

として表示しております。その結果、流動資産の「有価証券」は 2,775 百万円減少し、投資その他の資

産の「投資有価証券」は同額増加しております。 

 

３．外貨建取引等会計基準 

当期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」（企

業会計審議会 平成１１年１０月２２日））を適用しております。 

この変更による影響額はありません。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

第５３期（平成 13年 3月 31日現在） 第５２期（平成 12年 3月 31日現在） 

 

（注１）担保に供している資産は次のとおりであります。 

担 保 に 供 し 

て い る 資 産 

担保権によって担保 

さ れ て い る 債 務 

 

定 期 預 金 

建   物 

土   地 

投資有価証券 

百万円 

330 

2,101 

3,170 

262 

 
支払手形・ 
買掛金 
 
 

百万円 

 

16,033 

建   物 

土   地 

投資有価証券 

574 

589 

193 

短期借入金及び長期借

入金（一年以内返済予

定長期借入金を含む） 

1,275 

計 7,222 計 17,308 
 

 

（注１）担保に供している資産は次のとおりであります。 

担 保 に 供 し 

て い る 資 産 

担保権によって担保 

さ れ て い る 債 務 

 

定 期 預 金 

建   物 

土   地 

投資有価証券 

百万円 

378 

266 

2,124 

3,033 

 
支払手形・ 
買掛金 

百万円 

 

14,775 

有 価 証 券 

建   物 

土   地 

190 

508 

888 

短期借入金及び長期借

入金（一年以内返済予

定長期借入金を含む） 

1,005 

計 7,388 計 15,780 
 

（注２）減価償却累計額は次のとおりであります。 

建 物 7,073 百万円 

構 築 物 567百万円 

車両及び運搬具 1,290 百万円 

器 具 及 び 備 品 922百万円 

計 9,854 百万円  

（注２）減価償却累計額は次のとおりであります。 

建 物 6,175 百万円 

構 築 物 484百万円 

車両及び運搬具 1,111 百万円 

器 具 及 び 備 品 845百万円 

計 8,615 百万円  

（注３） ―――――――  （注３）主な外貨建資産及び負債 

科 目 外 貨 額 貸借対照表計上額 

有価証券 0百万 

米ドル 

102百万円 

 

（注４）授権株数        100,000,000 株 

    発行済株式総数     45,571,211 株 

（注４）授権株数        48,000,000 株 

    発行済株式総数     34,981,211 株 

（注５）銀行保証債務 

トライアドジャパン㈱ 907百万円 

㈱ エ ト ス 245百万円 

㈱ ア ル フ 566百万円 

㈱ﾌｨｯｼｬｰ･ｻｲｴﾝﾃｨﾌｨｯｸ･ 

ｼﾞｬﾊﾟﾝ他５件 

326百万円 

計 2,046 百万円  

（注５）銀行保証債務 

トライアドジャパン㈱ 479百万円 

㈱ エ ト ス 271百万円 

㈱ ア ル フ 232百万円 

医 療 法 人 光 友 会 82百万円 

㈱ﾌｨｯｼｬｰ･ｻｲｴﾝﾃｨﾌｨｯｸ･ 

ｼﾞｬﾊﾟﾝ他４件 

226百万円 

計 1,292 百万円  

（注６）関係会社に関する資産は次のとおりであります。 

売 掛 金 3,079 百万円  

（注６）関係会社に関する資産は次のとおりであります。 

売 掛 金 2,016 百万円  

（注７）期末日満期手形 

期末日満期手形の会計処理については、当期

末日は金融機関の休日でしたが、満期日に決済

が行われたものとして処理しております。当事

業年度末日満期手形の金額は、次のとおりであ

ります。 

受取手形      1,544 百万円 

支払手形      1,685 百万円 

（注７）――――――― 
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（連結損益計算書関係） 

 

第５３期 

自 平成 12年 4月 1日 

至 平成 13年 3月 31日 

第５２期 

自  平成 11年 4月 1日 

至  平成 12年 3月 31日 

 

（注１）商品他勘定振替高は、販売促進費、器具備品

等に計上したものであります。 
 

 

（注１）商品他勘定振替高は、販売促進費、器具備品

等に計上したものであります。 

 

（注２）固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

車 両 及 び 運 搬 具 等 0百万円 

土 地 売 却 益 10百万円 

計 11百万円 

         

（注２）固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

土 地 売 却 益 340百万円 

 

 

 

（注３）固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。 

建 物 除 却 損 12百万円 

車両及び運搬具等除却損 16百万円 

計 29百万円 

 
 
 

（注３）固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。 

土 地 売 却 損 159百万円 

建 物 売 却 損 37百万円 

建 物 除 却 損 49百万円 

車両及び運搬具等除却損 60百万円 

計 306百万円  
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役 員 の 異 動 

（平成 13 年 6 月 28 日付） 

 

１．代表者の異動 

  代表取締役副社長    濱 田 矩 男 （現 代表取締役専務） 

 

２．その他の役員の異動 

 (1)新任役付取締役候補 

  常務取締役 

  営業本部副本部長    深 澤 征 男 （現 取締役営業本部副本部長） 

 

  常務取締役 

  総務・経理・財務管掌  片 岡   滋 （現 取締役専務付部長） 

 

 (2)新任取締役候補 

  渡 辺 義 夫 〔現 埼玉営業部部長、<本年６月１日付就任予定> 営業本部副本部長（東北担当）〕 

  成 川 光 弘 〔現 神奈川営業部部長、<本年６月１日付就任予定> 営業本部副本部長（首都圏担当）〕 

  小 林   孝 〔現 営業本部部長西日本担当、<本年６月１日付就任予定> 営業本部副本部長〕 

  加 藤 勝 哉 〔現 業態開発室室長、<本年６月１日付就任予定> ＦＣ推進統括部部長〕 

  松 谷 竹 生 〔現 千葉営業部部長、<本年６月１日付就任予定> 営業本部部長（首都圏担当副部長）〕 

  三国屋 敏 春 〔現 経営管理室室長〕 

  竹 下 正 則 〔現 ㈱アスカム代表取締役社長〕 

  吉 井 琢 治 〔現 鶴原吉井㈱代表取締役社長〕 

 

 (3)退任予定取締役 

  碓 井   隆 〔現 常務取締役営業本部副本部長、取締役退任後に顧問に就任予定〕 

  重 見 武 徳 〔現 営業本部副本部長〕 

          （なお、本年６月 21 日付で、㈱セイナス専務取締役営業統括に就任予定） 

  海 道 啓 一 〔現 取締役営業本部部長、取締役退任後に顧問に就任予定〕 

  剱 持   弘 〔現 酒井薬品㈱常務取締役営業本部長〕 

  吉 井 憲 章 〔現 鶴原吉井㈱取締役副会長〕 

 

 (4)新任監査役候補 

  剱 持   弘 〔現 酒井薬品㈱常務取締役営業本部長および当社取締役〕 

 

 (5)退任予定監査役 

  林 山 重 男 〔監査役退任後に顧問に就任予定〕 

 

以 上 

 


